６/５教育警務委員会での質問のために
２０１３年６月４日　火爪弘子

(「体罰調査」の結果報告と今後の対応について)

· 今回の体罰調査結果についての教育長談話には、残念ながら教育委員会の反省の記述がない。学校教育法でも「体罰の禁止」が明記されていたのに、どうして今回４９人、少なくとも１００人以上の児童・生徒が被害を受けたとの結果が判明したのか。教育委員会幹部や校長先生のなかに、自ら体罰を行ったり、容認・黙認して来られた方もけっして少なくないと思われる。まず、学校の体罰がどうしてこんなに根が深く、根絶できないのか。改めて、教育委員会の反省をうかがいたい。( 教育委員長)

· 今回４９人の先生とその学校で、自らの学校でどうしてこうなったのかを、本音で徹底的に議論し、その内容をそのまま文書で報告してもらうことが大事ではないか。子どもの権利条約や、村井教育委員長の３月議会答弁や、指導力のあるスポーツ指導者の提言などを使ったりして、徹底的に議論する。教育委員会の報告には、現場の生の声や本音が見えない。保護者も交えた議論も必要だ。対応マニュアルを否定はしないが、そこに対策の決め手があるとは思われない。（山崎教育次長）
( 教職員給与の臨時削減について)

· ５月１５日に知事から教育委員会に提案のあった教員給与の削減提案が実施されると、例えば５０才の先生の場合で計算すると９カ月で３０万円以上の給与カットとなる。３月には退職金４２０万円カットを決めたばかりだ。

学校の先生たちには、どれだけ働いても残業手当はない。先生たちの士気と優秀な人材確保という点で、影響を教育長はどう考えているのか。

· 県教職員組合は、先の定期大会で反対決議を挙げている。２つの関係組合との協議はどうなっているのか。先の退職金削減の時の実施時期など、県への不信も、先生たちだけでなく保護者にもある。組合との合意なしに議会への提案は行うべきでないと考えるがどうか。( 以上、教育長)
( 公立学校の耐震化とクーラーの設置について)

· 先の国の補正予算と、今年度予算で学校施設耐震化のために、かなりの予算が計上された。補正予算で１,８８４億円、今年度当初予算で１,２７１億円。あわせて、３,１５５億円。この予算を、県内と市町村がどう活用し耐震化を進められたのか。昨年までに耐震化が残っている棟がどれだけあって、うち何棟が解消できることになったのか、確認しておきたい。
· 小中学校の耐震化が進んだ自治体は、今年度予算を活用して、小学校普通教室のクーラー設置をすすめている。設置の可否にまだ議論もあるところだが、昔と違って近年の夏は暑く、木造校舎と違って鉄筋コンクリート校舎はとりわけ暑く、熱中症で倒れる子どもたちも出てきている。滑川市、立山町などこれまでに予算化された分を含めると、普通教室にクーラーを設置した小学校、中学校はそれぞれ何%まで広がっているか。県からも市町村に、促進を働きかけて欲しいと思うが、見解を問う。
· 最後に、県立学校の普通教室のクーラー設置を県が責任をもって推進し、費用を保護者負担にしないよう求めたい。小中学校にクーラーが付く時代だ。私の周辺の保護者からも、生徒たちからもこれは強い要望が寄せられている。
同じ県立学校でありながら、クーラーのない学校があり、保護者負担にも大きな格差がある。全国６ないし７県は県の責任で設置されており、他の県でも県議会で見直しを検討するとの答弁もあると聞いている。見解を問う。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以上、教育企画課長）
